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電 子 メ ー ル is@iidashakyo.or.jp

所 在 地

0265-53-3182 0265-53-3183電 話 Ｆ Ａ Ｘ

職 員 数
臨時 4名 その他

開 所 日 と 時 間
平　日 8:30～17:30

さんとぴあ飯田（福祉会館）の会議室等無料

正規

共 同 募 金

ボランティアルームを開設（テーブル、印刷機等）

プロジェクター、スクリーン、ＤＶＤプレーヤー、マイク・アンプ等及び車両の貸出
備品の貸出は無料、車両はガソリン代及び高速料金を該当者で負担、民間のマイクロバス借り上げ助成事業（５万円を上限に助成）

高齢者疑似体験セット（出前福祉講座で使用）
無料

嘱託

課題点

・ＶＣ職員が他の業務と兼務のため新たな事業に取り組むことに及び腰で時間を十分に使えず、現状

維持（後退の始まり）のまま過ぎてしまい、運営委員会のあり方についても検討する時間もない。Ｖ

Ｃ職員及びコーディネーターの専任化が必要。

・従来の福祉分野だけにとどまらず、もっと多様な主体となりうる市民・団体の参加により委員会を

構成することが求められる。

・従来の事務局主導の運営方式ではなく、委員が積極的に事業やプログラムづくりに携わり、協働し

て事業を実施できる環境整備が大切。

・社協内部での位置づけを明確にして、一定の権限及び責任体制を持てるようになること。

事業への関わり

社協１号会員会費、善意銀行寄付金（指定寄付を含む）、地域活動福祉基金運営事業繰

入金（国債利息）、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ運営基金事繰入金

祝日を含む

福祉課障害福祉係、福祉課地域福祉係、危機管理部

来 所 者 数 年間　720名

委員構成

Ｈ Ｐ ア ド レ ス
2名

情 報 誌
社協情報誌「おマメで」
年3回発行

そ の 他

独 自 財 源
共 同 募 金
委託料・補助金
民 間 助 成 金

―

―
―

〒395-0024
飯田市東栄町3108-1

地域住民のボランティア活動に関する理解と関心を深めるため、その啓発、指導、情報、資料の整備等、ボラン
ティア活動に必要な業務を行い、もって社会福祉の増進を期することを目的として、社会福祉法人飯田市社会福祉
協議会ボランティアセンター（以下「センター」という。）を設置する。（ボランティアセンター設置規程より抜
粋）

○

○

○

○

○

登録グループの専用ポスト
の設置

そ の 他

人
件
費

事
業
費

独 自 財 源

課題点

委託料・補助金
民 間 助 成 金

―

コピー機・印刷機使用料収入、ボランティア保険集金事務費（県社協）

情報掲示板・チラシ提供ス
ペースの設置

名称 飯田市ボランティアセンター運営委員会

組織の有無 無 規 約

○

無

活動場所の提供

フリースペースの設置

資機材等の貸出

福祉体験器具等の貸出

工夫点 ―

名称 ―

社協理事会1名、社協評議員会1名、ＮＰＯ1団体、
障害者団体1団体、教育委員会教頭会1団体、ボラ
ンティアグループ1団体、行政1団体

規 約

協議会構成 ―

昭和58年4月1日

―

有組織の有無 有

工夫点 ―

≪飯田市≫ 飯田市ボランティアセンター 

http://iidashakyo.or.jp/
mailto:is@iidashakyo.or.jp


〔業務及び事業について〕

○ ○
○
○
○

○
○
○

○ ―

― ○

―

○

○

○

その他の事業

福祉教育・ボランティア学習ボランティア活動支援
委
他

独・共

相談・コーディネート

各種情報提供 独・共

小中学生対象 独・共・委

―

生涯にわたって一貫した福祉教育の場をつくること
を目的に幼年期に対しても体験から福祉のこころを
養うことを目的に実施。
（１施設あたり30,000円の助成）

障害者と障害者をサポートするボランティアが協力して料理を作り、交流を図
る。料理の知識や技能を高めながら、障害者自身の自立を促進するとともに、
互いに障害に対する知識や理解を深める中で支援の仕方・受け方を学ぶ。
（実施日）第１教室　―　毎月第２水曜日
　　　　　第２教室　―　毎月第３火曜日
（対象者）市内在住の障害をお持ちの方で調理実習のできる方
（講師）　飯田市の栄養士

―

高校生対象

①出前福祉講座
　ボランティアグループ、個人、障害当事者、ＮＰＯ
②サマーチャレンジボランティア
③私たちの体験記作成
④小学生夏休みボランティア体験
　ボランティアグループ、個人、地域住民

ボランティア講座

独

独・共・委

大学・短大・専門学校生対象

ボランティア保険加入事務
ボランティア・ＮＰＯへの助成

活動者向け 独・共・委

福祉教育協力校への助成事業 ―
総 額 293,000円 １校あたり 約30,000円

①出前福祉講座
　ボランティアグループ、個人、障害当事者、ＮＰＯ
②サマーチャレンジボランティア
③私たちの体験記作成

ホームページの運営

―

料理教室「おいしい輪！」（障害者の料理教室） 独・共

教員・学校関係者対象

①点訳奉仕者養成事業（点字入門教室）―ボランティアグループ、個人
②朗読奉仕員養成事業（朗読入門教室）―ボランティアグループ、個人
③要約筆記者養成事業（要約筆記入門教室）―ボランティアグループ、個人
④手話入門事業（手話奉仕員養成事業）―ボランティアグループ、個人、手話通訳士
⑤医療通訳ボランティア・災害時語学サポーター育成講座（外国人向けボランティア入門講
座）―飯田市男女共同参画課、ＮＰＯ、飯田国際交流推進協会

点訳奉仕者養成事業（点字中級教室）
　ボランティアグループ、個人

未経験者向け 独・共・委

ふれあい祭り等の開催 ―

相互交流・ネットワークづくり
ボランティアの集い 独・共・委

独

―

―

飯伊ブロック社協主催で行う飯伊ブロックボ
ランティア交流研究集会に参加支援

ボランティア広報誌・情報誌の発行

広報・啓発
独

福祉教育担当者会議

高等学校

―

一般対象 ―

小 学 校 6校 中 学 校 3校

1校 そ の 他

他

幼年期の福祉教育 委

災害ボランティアセンター立ち上げ訓練 共・委

①関東ブロック郡市町村社協職員合同研究協議会参加及びとりまとめ
②事務局長会議の開催
③幹事会の開催
④ボランティアコーディネーター会議の開催
⑤飯伊ブロックボランティア交流研究集会の開催

飯伊ブロック社協事業



〔事業計画・センター運営等について〕

○連携するＮＰＯや関係機関について
　ＶＣの事業・運営において連携・協働しているＮＰＯや関係機関等はありますか？

○アドバイザー等について
　センターの運営や事業実施に関して、アドバイザー等の
　助言者はいますか？

○社協ＶＣ以外の中間支援機関について
　社協が運営するＶＣとは別に、他団体が運営する中間支
　援機関が地域内にありますか？

飯田市男女共同参画課 多文化共生事業

○センターの強みと弱みについて

○事業計画について
　毎年度の事業計画について、どのように計画を立案して
　いますか？

○センターにおける中長期計画について
　独自の中長期計画・アクションプラン等を作成していま
　すか？

担当部署・担当職員間で事業計画を立案している

《強み》
・ボランティア総合相談窓口として受けたニーズを、その相談の中から見いだす、探し出す、掘り起こすことが
でき、その姿勢や資質がＶＣ職員及びコーディネーターに求められる。
・課題解決に向け支援機関やボランティアグループ等と一緒に取り組む仕組みを創ることができる。
・多種分野にわたって活動する市民、ＮＰＯ等と共に考え、共に汗を流す中で、そのつなぎ役の機能を果たし、
協働体制と信頼体制を築くことができる。
・センターの運営を従来の事務局主導の運営方式ではなく、委員が積極的に事業やプログラムづくりに携わり、
協働して事業を実施できるよう環境整備を整える。そのために社協内部での位置づけを明確にして、センター運
営委員に一定の権限及び責任体制が持てるようになること。

《弱み》
「強み」の反対。

○他市町村社協ボランティアセンターについて
　センター運営や事業実施に関して、他市町村社協ＶＣに聞いてみたいことや知りたいことなど

○ＶＣ見取り図

「飯田市社協第二次行動計画案」
内容：【現状】養成、団体支援、需給調整、相談、保険、備品貸出、災害、福祉教育などボランティア関係事業
をのべ６名の職員が関わりボランティアセンター事業として実施。一部当事者等団体（４団体）に対しては活動
を補助するよう事務局を担当。配食サービス、ファミリーサポートセンターは住民ニーズにあわせたコーディ
ネートを実施し、有償移送サービスは各地域自治組織の事業実施支援をしている。今後団塊の世代がリタイア後
に地域での住民活動への参加の希望が増えてくると予想される。
【目標】ボランティアコーディネーターの業務見直しやボランティア団体・個人の支援方法・育成法、福祉教育
の方向性、職員体制など飯田市ボランティアセンターのあり方をボランティアセンター運営委員会を中心に検
討・明確化すると共に、現在支援している当事者等団体との関わり方を検討する。有償福祉サービス事業を拡大
し、新たな地域住民の福祉の担い手の発掘に寄与する。
【具体的な行動計画（５カ年）】
①ボランティアコーディネーターの位置づけと業務内容の検討
②ボランティアセンターの組織体制・業務内容の検討
③福祉教育関連事業の見直し・新たなプログラムの地域への展開
④社協で事務局を担当する団体との新たな関係性の構築
⑤有償福祉サービス事業の拡大を検討

―

「特定非営利活動法人　くらりnet」
内容：「さまざまな市民活動団体の横のつながりを作り、相互交流や協働の中から、二次的な動きへつなげてい
こう」「そのための中間施設をつくって、情報の閲覧や発信ができるようにしよう」と設立した、民設民営の団
体。現在は『市民活動共同オフィス』を運営し、より多くの人に利活用いただける、市民活動のセンター的施設
をめざして活動。

連携・協働先 連携・協働内容

ＮＰＯ法人飯田ボランティア協会 災害関係

ボランティアグループ・個人 福祉教育関係


